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２０２０年４月３０日 

 厚生労働省年金局 

 企業年金・個人年金課長 

   吉田 一生 様                                      

                                                    企業年金連絡協議会 

                                            共同会長  芥川 正史 

                                              共同会長  林  利浩 

新型コロナ感染拡大に伴う企業年金実務での対処について（要望等）   

 新型コロナウイルス感染症の感染拡大に伴い社会生活における外出自粛、経済活動における

休業・在宅勤務等の実施・徹底が強く求められています。リーマンショック、東日本大震災を

超える未曾有の経済危機が予想される中、企業年金の存続を左右しかねない事態も想起されて

きます。そうした中で、先日、貴課より「企業年金における事業継続等について」事務連絡を

いただきましたが、その対応にあらためて感謝申し上げます。 

 しかしながら、企業年金の業務遂行にあたっては、裁定請求・手続きなど紙ベースであり、

郵送等によるやり取りが専らです。また、給付等データ作成にあたっては、個人情報の処理で

あり、そのガイドライン対応から在宅勤務（テレワーク等）が困難なものとなっています。 

 感染を避けるため気を使いながら出社（通勤時の感染回避のため、近隣ホテル等に一部職員

を宿泊させる基金もあると聞きます。）し業務の遂行にあたる職員の心労や、職員から感染者

が万一出た場合、業務実施場所や職員に代替や余力がないままに、一時であっても相当期間に

亘る事務所の閉鎖を思うと、居ても立ってもいられない気持になります。 

企業年金業務のテレワーク等推進のためにも、早急に「事務処理の電子化・ペーパーレス化」

の検討・実施が必要となりますが、その支援・対応をよろしくお願いします。 

 さて、当面の事業継続にあたり、以下の対応・緊急措置として要望と確認を申し上げます。 

     

記 

 

1． 掛金拠出の猶予について 

・経済活動の自粛・休業等により事業規模は縮小の一途を辿り、売上げ減少により多くの

企業、特に中小企業にキャッシュフローの懸念が出ています。諸税や社会保険料など公的

納付分の猶予と同様に、厚生年金基金・国民年金基金の掛金の猶予が示されました。一方

で、企業年金の掛金拠出については、東日本大震災時のように納付行為が物理的に困難で 

ある場合と異なり、労使合意に基づいて、掛金の変更等により対応するとされています。 

しかしながら、休業等に至った、特に中小企業においては、そうした労使対応も困難な

場合も想定されますので、むやみな企業年金の廃止に至らないためにも、原則は労使合意

ですが、選択肢として拠出の猶予措置を取ることが出来るよう取り扱っていただきたい。 
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2．総合型基金での掛金拠出の猶予又は減額と、それに見合う給付減額について 

・休業・業績不振により掛金拠出が難しい事業所毎の拠出猶予又は一定期間（2～3年）の

掛金減額と、それに見合う掛金未拠出分の給付の減額を認めていただきたい。 

掛金拠出の猶予・減額だけでは、その事業所が倒産した場合に他の加入事業所が未拠出の

掛金の債務を負うことになるため、未拠出掛金に対する給付も合わせて減額できるように 

していただきたい。 

 

3． 総合型ＤＣにおける掛金拠出について 

・総合型ＤＣ制度の場合、一般的に代表事業主が掛金の取り纏めを行い、運営管理機関へ

拠出を行っているが、掛金を集めた以降、職員の感染等で事務所が閉鎖され集めた掛金を

拠出が出来なくなった場合、その掛金拠出に遡及対応していただきたい。 

 

4．給付支払期日の変更対応について 

・年金・一時金等支払いにあたっては、支払期日が規約に一定日・期間が明記されている。 

緊急事態宣言等に基づく職員の出社制限や事務所の一時閉鎖などのため、やむを得ず規約

に定める期日に間に合わない場合、企業年金が自主的に支払期日を変更するにあたっての

必要な手順について確認いたしたい。 

 

5． 税務関係の申告書など税務手続きの遅延の容認について 

・毎回の年金等支払いに伴う納税手続きについて、やはり職員の出社制限や事務所の一時

封鎖等により事務処理対応に遅れが出た場合、一定期間の遅延について税務当局に容認を 

いただきたい。   

 

6． 代議員会等の開催方法について 

・感染拡大予防の観点から、企業の「株主総会」については株主の出席が無くても書面や

電磁的方法による事前の議決権行使が可能、と経済産業省等のQ&Aに示されています。

企業年金にも同様の取扱いの可否も含め、代議員会等の開催方法と監査など事前準備対応

について指針を示していただきたい。 

 

7． 私的年金分野における個人情報保護法のガイドライン等について 

・テレワーク等推進にあたり、個人データを取扱うシステムや業務場所の安全管理措置の

対応につき、現状の IT環境等を踏まえたガイドラインや事例を示されたい。 

 

                                       以上 

 

 

  なお、確定給付企業年金の財政面での要望については、2019年度末の運用実績等を 

確認のうえ、あらためて提出させていただきます。 

 

 


